
 
 

平成 17年 5月 12日 
株式会社株式会社株式会社株式会社バイテックバイテックバイテックバイテック    
東証２部：9957 

【【【【１１１１】】】】連結経営成績連結経営成績連結経営成績連結経営成績    
 １１１１．．．．業績業績業績業績                                                                                                                                        （単位：百万円）    
 平成１７年 

３ 月 期 
平成１６年 
３ 月 期 

前期比 
増 減 

平成１８年 
３月期予想 

前期比 
増 減 

売 上 高 120,494 130,285 △7.5% 110,000 △8.7%
営 業 利 益 1,937 2,014 △3.8% ― ―

経 常 利 益 1,812 1,817 △0.3% 1,500 △17.2%
当 期 純 利 益 1,141 2,253 △49.3% 400 △65.0%
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 95円 09銭 191円 40銭 ― 33円 22銭 ―

株主資本当期純利益率(ROE) 18.2% 49.6% ― 5.7% ―

 
 
 ２２２２．．．．部門別売上高部門別売上高部門別売上高部門別売上高                            （単位：百万円） 
 平成１７年 

３ 月 期 
平成１６年 
３ 月 期 

前期比 
増 減 

エレクトロニクスデバイス事業 107,273 114,634 △6.4%
コンポジットビジネス事業 12,409 14,626 △15.2%

サポート事業 811 1,024 △20.7%
合 計 120,494 130,285 △7.5%

 
 
 ３３３３．．．．キャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフロー                                                                                                    （単位：百万円） 
 平成１７年 

３ 月 期 
平成１６年 
３ 月 期 

営業キャッシュ・フロー 4,355 2,482
投資キャッシュ・フロー 123 715
財務キャッシュ・フロー △5,500 △3,915
現金及び現金同等物の期末残高 1,714 2,720

 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成平成平成平成１７１７１７１７年年年年３３３３月期月期月期月期    連結決算概要連結決算概要連結決算概要連結決算概要についてについてについてについて  



 ４４４４．．．．そのそのそのその他他他他                                                                                                                            （単位：百万円） 
 平成１７年 

３ 月 期 
平成１６年 
３ 月 期 

前期比 
増 減 

減 価 償 却 費 401 607 △33.8%
有 利 子 負 債 残 高 12,102 17,614 △31.3%
金 融 収 支 △77 △203 △61.8%
期 末 従 業 員 数 317 730 △56.6%
連 結 対 象 会 社 数 13 13 ―

 
 
 （（（（参考参考参考参考））））単独業績単独業績単独業績単独業績                                                                                                                    （単位：百万円）    
 平成１７年 

３ 月 期 
平成１６年 
３ 月 期 

前期比 
増 減 

平成１８年 
３月期予想 

前期比 
増減 

売 上 高 96,649 103,135 △6.3% 90,000 △6.9%
営 業 利 益 1,733 1,848 △6.2% ― ―

経 常 利 益 1,585 1,739 △8.8% 1,400 △11.7%
当 期 純 利 益 351 912 △61.5% 450 28.0%
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 29円 20銭 77円 41銭 ―

 

37円 27銭 ―

株主資本当期純利益率(ROE) 5.1% 14.8% ―  6.2% ―

 
1111 株当株当株当株当たりたりたりたり年間配当金年間配当金年間配当金年間配当金    20202020円円円円 00000000銭銭銭銭    15151515円円円円 00000000銭銭銭銭    ――――        20202020円円円円 00000000銭銭銭銭    
 
【【【【２２２２】】】】当期当期当期当期のののの概要概要概要概要 
 １１１１．．．．当期当期当期当期のののの概要概要概要概要 
当社が関連するエレクトロニクス・情報通信分野におきましては、上半期は薄型ＴＶ、ＤＶＤレコーダ

ーやデジタルスチルカメラなどデジタル家電の旺盛な需要に加え、パソコンの買い替え需要に牽引され堅

調に推移しました。しかしながら、下半期はオリンピック後のＩＴ・デジタル関連分野での在庫調整によ

り半導体並びに電子部品の需要が減速しました。 
 
 このような状況の中で、当社グループでは、デジタルテレビ、ＤＶＤレコーダー（デジタル多用途ディ

スク）向けＤＲＡＭＤＲＡＭＤＲＡＭＤＲＡＭはははは堅調堅調堅調堅調にににに推移推移推移推移しましたものの、ＤＳＣ（デジタルスチルカメラ）、ＤＶＣ（デジタル

ビデオカメラ）などにキーデバイスとして搭載されるＣＣＤ（ＣＣＤ（ＣＣＤ（ＣＣＤ（電荷結合素子電荷結合素子電荷結合素子電荷結合素子）、Ｌ－ＬＣＤ（）、Ｌ－ＬＣＤ（）、Ｌ－ＬＣＤ（）、Ｌ－ＬＣＤ（低温低温低温低温ポリシポリシポリシポリシ

リコンリコンリコンリコン液晶表示装置液晶表示装置液晶表示装置液晶表示装置））））及及及及びびびび携帯電話向携帯電話向携帯電話向携帯電話向けけけけＭＭＩＣ（ＭＭＩＣ（ＭＭＩＣ（ＭＭＩＣ（モノリシックマイクロモノリシックマイクロモノリシックマイクロモノリシックマイクロ波集積回路波集積回路波集積回路波集積回路））））などのなどのなどのなどの需要需要需要需要がががが減少減少減少減少

するとともに、販売先の値下げ要請への対応により、売上が減少しました。 
 
その結果、当連結会計年度の売上高売上高売上高売上高はははは 120,494120,494120,494120,494百万円百万円百万円百万円（（（（前前前前年同年同年同年同期比期比期比期比 7.57.57.57.5％％％％減減減減））））となりました。利益面で
は、経常利益経常利益経常利益経常利益はははは 1,8121,8121,8121,812百万円百万円百万円百万円（（（（前前前前年同年同年同年同期比期比期比期比 0.30.30.30.3％％％％減減減減）、）、）、）、当期当期当期当期純純純純利益利益利益利益はははは 1,1411,1411,1411,141百万円百万円百万円百万円（（（（前前前前年同年同年同年同期比期比期比期比 49.349.349.349.3％％％％減減減減））））
となりました。 

 
 
 
 

 



 ２２２２．．．．事業別事業別事業別事業別のののの状況状況状況状況    
エ
レ
ク
ト

ロ
ニ
ク
ス

デ
バ
イ
ス 

・デジタルカメラ用ＣＣＤ、Ｌ－ＬＣＤ等の売上減少 
・デジタルテレビ、ＤＶＤレコーダー等へのＤＲＡＭ販売が堅調に推移 
 
売上高売上高売上高売上高：：：：107,273107,273107,273107,273百万円百万円百万円百万円（（（（前年同期比前年同期比前年同期比前年同期比 6.4%6.4%6.4%6.4%減減減減））））    
    

コ
ン
ポ
ジ
ッ

ト
ビ
ジ
ネ
ス 

・プラズマディスプレーテレビ基板、液晶テレビ基板、カーオーディオ用基板のアッセンブ
リービジネスが低迷 
    
売上高売上高売上高売上高：：：：    12,40912,40912,40912,409百万円百万円百万円百万円（（（（前年同期比前年同期比前年同期比前年同期比 15.215.215.215.2%%%%減減減減））））    

 
サ
ポ
ー
ト 

・大手メーカーの受託開発ビジネスは伸び悩み 
・カーＣＤプラットフォームビジネスは不振 
 
売上高売上高売上高売上高：：：：        811811811811百万円百万円百万円百万円（（（（前年同期比前年同期比前年同期比前年同期比 22220.70.70.70.7%%%%減減減減））））    

 
    
【【【【３３３３】】】】次次次次期期期期のののの見通見通見通見通しししし 
 １１１１．．．．全般全般全般全般 

エレクトロニクス・情報通信分野におきましては、薄型テレビ、デジタルスチルカメラ、ＤＶＤレコーダー等、
デジタル家電の国内における市場成長力に鈍化が認められますものの、世界ベースでは今後も高成長が続くものと
予測されております。また、パソコンもＩＴ投資の回復に支えられ企業向け需要は増加に転じ、個人向けも高機能・
低価格製品で需要回復してきており、ノート型ＰＣを中心に市場を牽引すると予測されております。さらに、携帯
電話につきましても、第三世代サービスの普及により飽和状態にある国内需要の掘り起こしに期待が高まっており
ます。このように、各製品の需要は増加しますものの、一方で価格下落が激しく企業収益に悪影響を及ぼすことも
懸念されております。 

 
 ２２２２．．．．事業別見通事業別見通事業別見通事業別見通しししし    
◆エレクトロニクスデバイス事業 
デジタルスチルカメラ、ＤＶＤなどのデジタル家電はすでに生産調整に入っており、当第１四半期以降には生産が
回復に向かうと見込んでおります。また、在庫調整につきましてはサプライチェーンマネジメント（ＳＣＭ）の進展
により比較的軽いリセッションで当期を通過するものと予測しておりますが、総じて厳しい市場環境にあると認識し
ております。このような状況の下、当社グループの販売主力製品でありますＣＣＤ、Ｌ－ＬＣＤは部品メーカー間の
熾烈なシェア争いになると見込んでおりますが、当社グループの強力な営業力を結集して高シェアのキープに全力を
挙げて取り組んでまいります。 
また、ここ数年育んできました三次元センサーを用いた携帯電話用モジュールが海外通信キャリア（携帯電話事業
者）に新規採用されたことや、デジタルシグナルプロセッサー（ＤＳＰ）を用いたモジュールが国内大手ゲームメー
カーに新規採用されるなど、高付加価値ビジネスが立ち上がりました。今後はさらに、世界的なデジタル放送化に対
応し、デジタルテレビ／デジタルラジオ受信対応のモジュールや手ぶれ補正機能を付加したカメラモジュールなどデ
バイスモジュールソリューションのライナップ強化を図り、業績拡大に繋げてまいります。 
    
◆コンポジットビジネス事業 
大手メーカーのプラズマテレビ基板アッセンブリー及び液晶テレビ基板のアッセンブリーは堅調に推移するものと

見込んでおりますが、生産情報の精度向上や生産設備の有効活用を第一課題として取り組み、不採算事業のリストラ

を進めてまいります。また、カーオーディオ基板アッセンブリーにつきましては、採算性を鑑み海外メーカーへ移管

致しました。 
 
◆サポート事業 
「エレクトロニクス総合技術商社」の具現化に向け従来から手掛けおりますカーオーディオ用マイコンソフト、Ａ

ＳＩＣの開発、グループ会社が販売するデバイスの技術サポートの他、新規モジュールの設計・開発、自社開発品ま

で視野に入れ、自社技術を核としたソリューションビジネスの展開を図ってまいります。 

 
【本件に関するお問合先】 
株式会社バイテック 経営企画室 広報担当部長 青木 
 電話：03-3458-4618 Fax：03-3458-4757 



１．平成17年3月期の連結業績（平成16年4月1日～平成17年3月31日） 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで
おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記予想に関する事項は添付資料の７～８ページを参照して下さい。 

平成平成平成平成17171717年年年年3333月期月期月期月期    決算短信決算短信決算短信決算短信（（（（連結連結連結連結））））    平成17年5月12日

上場会社名 株式会社バイテック 上場取引所 東 

コード番号 ９９５７ 本社所在都道府県 東京都  

(URL http://www.vitec.co.jp)

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 白井 舜一 

問合せ先責任者 役職名 常務取締役 氏名 成瀬 達一 ＴＥＬ （03）3458－4611（代表） 

決算取締役会開催日 平成17年5月12日 

米国会計基準採用の有無 無 

(1)連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満は切り捨てて表示しております。

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年3月期 120,494 △7.5 1,937 △3.8 1,812 △0.3 

16年3月期 130,285 28.9 2,014 93.2 1,817 246.5 

  当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率 

  百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年3月期 1,141 △49.3 95 09 74 70 18.2 4.8 1.5 

16年3月期 2,253 － 191 40 144 43 49.6 4.1 1.4 

（注）①持分法投資損益 17年3月期 －百万円 16年3月期 －百万円

  ②期中平均株式数（連結） 17年3月期 12,007,906株 16年3月期 11,771,358株

  ③会計処理の方法の変更 無 

  ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。 

(2)連結財政状態  

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭

17年3月期 34,807 6,896 19.8 572 77 

16年3月期 41,070 5,670 13.8 482 10 

（注）期末発行済株式数（連結） 17年3月期 12,041,436株 16年3月期 11,761,360株

(3)連結キャッシュ・フローの状況  

  
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円

17年3月期 4,355 123 △5,500 1,714 

16年3月期 2,482 715 △3,915 2,720 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

連結子会社数 13社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 －社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況  

連結（新規） －社 （除外） －社 持分法（新規） －社 （除外） －社

２．平成18年3月期の連結業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 

    百万円  百万円  百万円
中間期 48,000   230   0   
通 期 110,000   1,500   400   

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 33円22銭   
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１．企業集団等の概況 

 当社グループは、当社、子会社16社（うち連結子会社13社）で構成され、主な事業内容とその位置づけは、次のとおり
であります。なお、当社グループは、主要な１セグメントの売上高等が全セグメントの90％超であるため、事業の種類別
セグメントを注記しておりません。従って、以下の記載につきましては、主な事業部門等に関連付けて記載しておりま
す。 

１１１１．．．．エレクトロニクスデバイスエレクトロニクスデバイスエレクトロニクスデバイスエレクトロニクスデバイス事業事業事業事業    
 当部門におきましては、関連当事者（主要株主）であるソニー株式会社及び株式会社ハイニックス・セミコンダクタ
ー・ジャパン、日本フィリップス株式会社（平成17年４月28日にフィリップスメディカルシステムズ株式会社と合併
し、株式会社フィリップスエレクトロニクスジャパンへ変更しております）の電子部品販売特約店として、国内全域及
び海外の電子機器メーカー等へ販売を行っております。 
【会社名】 
当社 
VITEC ELECTRONICS(SINGAPORE)PTE LTD 
VITEC ELECTRONICS(H.K.)CO.,LIMITED 
VITEC ELECTRONICS(TAIWAN)CO.,LTD. 
VITEC ELECTRONICS(SHENZHEN)CO.,LIMITED 
VITEC ELECTRONICS TRADING(SHANGHAI)CO.,LTD. 
株式会社インフォニクス 
U.S.INFONICS INC. 

２２２２．．．．コンポジットビジネスコンポジットビジネスコンポジットビジネスコンポジットビジネス事業事業事業事業    
 当部門におきましては、プロキュアメント（部品調達）事業、マウントアッセンブリー事業の戦略立案、販売及び生
産を行っております。 
【会社名】 
株式会社ジーマック 
GMAC(S)PTE LTD 
PT.GMAC BATAM 
GMAC(H.K.)CO.,LIMITED 
GMAC MEXICO SA DE CV 
株式会社インフォニクス 
INFONICS(HONG KONG)LTD 
INFONICS(SINGAPORE)PTE LTD 

３３３３．．．．サポートサポートサポートサポート事業事業事業事業    
 当部門におきましては、当社顧客へのＤＶＤ用マイコンソフト開発、ＡＶ機器システム設計やハードウェア設計及び
Ｎｅｗデバイス（複合モジュール）開発・設計事業を行っております。 
【会社名】 
バイテックシステムエンジニアリング株式会社 
株式会社アルスネット 

 なお、非連結子会社であるGMAC(H.K.)CO.,LIMITED、GMAC MEXICO SA DE CV及びU.S.INFONICS INC.は、当連結財務諸表
に重要な影響を与えていないため、連結の範囲から除いております。 
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 上記の当社グループの概要図は、次のとおりであります。 
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２．経営方針 

ⅠⅠⅠⅠ．．．．経営経営経営経営のののの基本方針基本方針基本方針基本方針    
 成長が予測されるエレクトロニクス業界の中で、当社グループは、広く社会に貢献出来る企業を目指し、流通商社か

らエレクトロニクス総合技術商社への転換を図ります。特に情報化社会をサポートする未来型のアプリケーション向け

に最先端の電子デバイスや技術力によるソリューションをお客様へ提供してまいります。そして、この基本方針のもと

でグループの総合力を高めることにより、企業価値の創造・利益の向上を実現し、株主をはじめ関係する皆様と社会に

還元の出来る企業になるべく、全力を尽してまいります。 

ⅡⅡⅡⅡ．．．．利益配分利益配分利益配分利益配分にににに関関関関するするするする基本方針基本方針基本方針基本方針    
 当社は、従業員の生活の安定、投資家への利益還元、社会への貢献、適正な技術投資を経営の重要課題と位置づけ、

安定的な配当の継続に努めると共に、記念配当や株式分割など積極的な株主への還元を基本方針としております。 

ⅢⅢⅢⅢ．．．．投資投資投資投資単単単単位位位位のののの引下引下引下引下げにげにげにげに関関関関するするするする方針方針方針方針    
 当社は投資家層の拡大と流通の活性化を図るため、平成12年８月１日より、１単元の株式数を1,000株から100株に変

更しております。 

ⅣⅣⅣⅣ．．．．経営戦経営戦経営戦経営戦略略略略とととと対処対処対処対処すべきすべきすべきすべき課題課題課題課題    
当社グループは、企業価値の拡大を図るため2005年３月期を初年度とする2007年３月期までの３ヶ年中期経営計画を

策定致しました（本計画は、従来ありました2003年３月期を初年度とする2007年３月期までの５ヶ年計画「第４次長期

経営計画」の見直しを図ったものであります）。 

中期的な経営課題といたしまして、以下の６点を掲げ計画完遂に向けて全社一丸となって取り組んでまいります。 

① デバイス三本柱によるバランス経営 

当社グループの主力販売製品には、「ソニーデバイス」、韓国メーカー製品などの「グローバルデバイス」、ＤＳ

Ｐ（デジタルシグナルプロセッサー）を組み込んだモジュール製品などの「オリジナルデバイス」がありますが、売

上がソニーデバイスに大きく偏っている現状を改善してバランスの取れた経営を実現するよう取り組んでまいりま

す。 

② 利益構造の改善と財務体質の強化 

「ソニーデバイス」に注力するとともに、粗利益率の高い「グローバルデバイス」「オリジナルデバイス」の売上

構成比を高めることで、グループ全体の粗利益率の向上を図り利益構造の改善を図ってまいります。また、キャッシ

ュ・フローを重視した経営を進め、さらなる有利子負債の削減を図ることで、財務体質強化にも努めてまいります。

③ 関係会社の自主独立経営体制の確立 

関係会社につきましては、自主独立経営体制の確立を図り不採算事業を整理するなど機敏な対応を図ってまいりま

す。 

④ 中国、米国への新たな進出 

今後も高成長が継続すると予測される中国には、バイテック上海を中心に営業力強化をしてまいります。また、グ

ループ子会社の米国進出を支援し、グループとしての海外拠点網の充実を図ってまいります。 

⑤ 技術力の強化 

 当社グループの技術会社としてＶＳＥ（バイテックシステムエンジニアリング株式会社）がありますが、技術会 

 社とのＭ＆Ａも視野に入れながら、ＶＳＥで不足している技術の補完・強化を図ってまいります。 

⑥ 人材確保と社員教育の充実 

 グローバルビジネスに対応できる人材の確保と社員教育の充実を図り、提案型ビジネスのできる社員の育成・強 

 化に取り組んでまいります。 

また、環境対応も重要な経営課題と捉えております。当社はすでにISO14001の認証を取得しており、2005年３月には

２年次サーベランスの結果、登録の継続が認められております。今後も省エネ、省資源に取り組んでまいります。 
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ⅤⅤⅤⅤ．．．．コーポレートコーポレートコーポレートコーポレート・・・・ガバナンスガバナンスガバナンスガバナンスにににに関関関関するするするする施策施策施策施策    
 当社は経営の透明性・公正性の向上と意思決定の迅速性を確保する上で、下記の項目に積極的に取り組んでおりま

す。 

１１１１    グループグループグループグループ管理体制管理体制管理体制管理体制のののの強強強強化化化化についてについてについてについて    

 グループの経営管理強化については、経営企画室の機能強化を図り、関係会社の経営改革、キャッシュ・フロー改

善、自主独立型経営体制の確立に取り組んでまいります。 

２２２２    取締役取締役取締役取締役のののの外部招聘外部招聘外部招聘外部招聘についてについてについてについて    

 透明性、公正性のある経営の促進に向け、平成14年６月開催の定時株主総会で弁護士かつ公認会計士であります社

外取締役を１名選任いたしましたが、今後も積極的に検討してまいります。 

３３３３    取締役取締役取締役取締役会会会会のののの運運運運営営営営についてについてについてについて    

 取締役会は取締役９名（うち社外取締役１名）、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、毎月１回定例的

に開催をしております。取締役会には常勤・非常勤監査役は必ず出席し、取締役とは職責を異にする独立機関である

ことを認識し、積極的に活発な意見具申をしており、経営チェックを行うことが可能な運営体制をとっております。

４４４４    役員報酬及役員報酬及役員報酬及役員報酬及びびびび監監監監査査査査報酬報酬報酬報酬についてについてについてについて    

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下の通りであ

ります。 

５５５５    ＩＲＩＲＩＲＩＲ活動活動活動活動についてについてについてについて    

 ＩＲ活動については、重要事実の取扱いには十分配慮をした上で可能な限りの情報提供と広報活動を実施しており

ます。特に株主総会開催時には事業報告会を開催しており、社長から株主の皆様へ事業状況および今後の方向性や事

業戦略について説明しております。また、証券アナリスト、投資家等向けの会社説明会につきましては、出来るだけ

半期に一度以上の頻度で定例的に開催できるよう努めてまいります。さらに、情報提供の不公平性を解消するため、

ホームページを活用してタイムリーなディスクロージャーにも努めてまいります。 

６６６６    環境環境環境環境経営経営経営経営活動活動活動活動についてについてについてについて    

 環境経営については、世界的に深刻化しつつある環境破壊を防ぐために、当社としても最大限の努力をしていく所

存であります。まずは、本社にて平成15年３月26日に国際環境規格「ＩＳＯ１４００１」の認証を取得し、環境経営

に対する目的・目標を達成すべく、制度の見直し・教育の強化を行い、当社グループを通じて、省エネ・省資源対策

を実施すると共に、環境経営の推進が事業の拡大にも結びつくよう、環境配慮型商品の提供に努力することで環境保

全に向けて取り組んでまいります。 

役員報酬       監査報酬    

取締役に支払った報酬 145百万円   監査契約に基づく監査証明
に係わる報酬 

26百万円 

監査役に支払った報酬 11百万円   上記以外の報酬 0百万円 

計 156百万円   計 26百万円 
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３．経営成績及び財政状態 

１１１１．．．．経営経営経営経営成績成績成績成績    
((((1111））））当当当当期期期期のののの概概概概況況況況    

 当連結会計年度（平成16年４月～平成17年３月）におけるわが国経済は、米国並びにアジア経済の成長を背景に、

輸出の増加や民間設備投資が拡大しましたものの、年後半には、原油価格の高騰などにより世界経済の成長が減速傾

向を示し、全般的には緩やかな回復基調となりました。 

 こうした経済情勢の中、エレクトロニクス・情報通信分野におきましては、上半期は薄型ＴＶ、ＤＶＤレコーダー

やデジタルスチルカメラなどデジタル家電の旺盛な需要に加え、パソコンの買い替え需要に牽引され堅調に推移しま

した。しかしながら、下半期はオリンピック後のＩＴ・デジタル関連分野での在庫調整により半導体並びに電子部品

の需要が減速しました。 

 このような状況の中で、当社グループでは、デジタルテレビ、ＤＶＤレコーダー（デジタル多用途ディスク）向け

ＤＲＡＭは堅調に推移しましたものの、ＤＳＣ（デジタルスチルカメラ）、ＤＶＣ（デジタルビデオカメラ）などに

キーデバイスとして搭載されるＣＣＤ（電荷結合素子）、Ｌ－ＬＣＤ（低温ポリシリコン液晶表示装置）及び携帯電

話向けＭＭＩＣ（モノリシックマイクロ波集積回路）などの需要が減少するとともに、販売先の値下げ要請への対応

により、売上が減少しました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は120,494百万円（前期同期比7.5％減）となりました。地域別に見ますと、日

本国内99,043百万円（前年同期比10.2％減）、アジアが21,450百万円（前年同期比7.5％増）となりました。利益面

では、経常利益は1,812百万円（前期同期比0.3％減）、当期純利益は1,141百万円（前期同期比49.3％減）となりま

した。 

 当連結会計年度の事業部門別概況は次のとおりであります。 

①①①①    エレクトロニクスデバイスエレクトロニクスデバイスエレクトロニクスデバイスエレクトロニクスデバイス事業事業事業事業    

 ＤＳＣ、ＤＶＣ向けＣＣＤ及びＬ-ＬＣＤの需要減少と最終製品の価格下落に伴う部品価格の下落により、売上

が減少しました。一方、デジタルテレビ、ＤＶＤレコーダー向けＤＲＡＭは堅調に推移しましたが、全体をカバー

するまでには至りませんでした。 

 その結果、エレクトロニクスデバイス事業の売上高は107,273百万円（前年同期比6.4％減）となりました。 

②②②②    コンポジットビジネスコンポジットビジネスコンポジットビジネスコンポジットビジネス事業事業事業事業    

 基板アッセンブリービジネスに関しましては、プラズマディスプレーテレビ基板、液晶テレビ基板、カーオーデ

ィオ用基板のアッセンブリーの売上拡大を目指しましたが、顧客情報の精度問題並びに生産設備の整備対応問題等

の要因により、計画通りのビジネス展開が進まず低迷しました。 

 その結果、コンポジットビジネス事業の売上高は12,409百万円（前年同期比15.2％減）となりました。 

③③③③    サポートサポートサポートサポート事業事業事業事業    

 大手メーカーを中心とした受託開発ビジネスが伸び悩んだことに加えて、グループ会社のデバイス販売に連動し

たカーＣＤプラットフォームビジネスの展開がスムーズに運ばなかったことにより、売上が低迷しました。 

 その結果、サポート事業の売上高は811百万円（前年同期比20.7％減）となりました。 
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 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①①①①    日本日本日本日本    

 国内においては、年央まではデジタル家電の活況に支えられ旺盛な需要を背景にＣＣＤ、Ｌ－ＬＣＤ及びその周

辺電子部品の売上が堅調であったことに加え、デジタルテレビ、ＤＶＤレコーダー向けＤＲＡＭの売上も堅調に推

移しましたが、年央以降生産調整、在庫調整局面を迎え年間では売上減少となりました。その結果、売上高99,043

百万円（前年同期比10.2％減）となり、営業利益は1,825百万円（前年同期比3.9％増）となりました。 

②②②②    アジアアジアアジアアジア    

 アジアにおいては、日系大手メーカーのデジタルスチルカメラ向けデバイスが好調であったことに加え、プロジ

ェクター用デバイスの販売も好調に推移しました。また、大手ローカルメーカー向けデジタルシグナルプロセッサ

ーの新規参入により売上が大きく伸長した結果、売上高21,450百万円（前年同期比7.5％増）、営業利益は108百万

円（前年同期比57.7％減）となりました。 

((((2222））））次期次期次期次期のののの見通見通見通見通しししし    

 今後のわが国経済の見通しは、円高・原油高・原材料高のトリプル高及び米国の金利上昇が懸念材料としてありま

すものの、米国などの景気回復を背景に輸出及び設備投資が弱含みながら増加し、雇用情勢も厳しさが残りますもの

の個人消費の持ち直しにより、緩やかながら景気は回復に向かうものと思われます。 

 当社グループが関連するエレクトロニクス・情報通信分野におきましては、薄型テレビ、デジタルスチルカメラ、

ＤＶＤレコーダー等、デジタル家電の国内における市場成長力に鈍化が認められますものの、世界ベースでは今後も

高成長が続くものと予測されております。 

 また、パソコンもＩＴ投資の回復に支えられ企業向け需要は増加に転じ、個人向けも高機能・低価格製品で需要が

回復してきており、ノート型ＰＣを中心に市場を牽引すると予測されております。さらに、携帯電話につきまして

も、第三世代サービスの普及により飽和状態にある国内需要の掘り起こしに期待が高まっております。  

 このように、各製品の需要は増加しますものの、一方で価格下落が激しく企業収益に悪影響を及ぼすことも懸念さ

れております。 

 こうした事業環境を踏まえ、現時点における次期業績見通しは次のとおりであります。 

①①①①    エレクトロニクスデバイスエレクトロニクスデバイスエレクトロニクスデバイスエレクトロニクスデバイス事業事業事業事業    

 デジタルスチルカメラ、ＤＶＤなどのデジタル家電はすでに生産調整に入っており、第１四半期以降には生産が

回復に向かうと見込んでおります。また、在庫調整につきましてはサプライチェーンマネジメント（ＳＣＭ）の進

展により比較的軽いリセッションで通過するものと予測しておりますが、総じて厳しい市場環境にあると認識して

おります。このような状況の下、当社グループの販売主力製品でありますＣＣＤ、Ｌ－ＬＣＤは部品メーカー間の

熾烈なシェア争いになると見込んでおりますが、当社グループの強力な営業力を結集して高シェアのキープに全力

を挙げて取り組んでまいります。 

 また、ここ数年育んできました三次元センサーを用いた携帯電話用モジュールが海外通信キャリア（携帯電話事

業者）に新規採用されことや、またデジタルシグナルプロセッサー（ＤＳＰ）を用いたモジュールが国内大手ゲー

ムメーカーに新規採用されるなど、高付加価値ビジネスが立ち上がりました。今後はさらに、世界的なデジタル放

送化に対応し、デジタルテレビ／デジタルラジオ受信対応のモジュールや手ぶれ補正機能を付加したカメラモジュ

ールなどデバイスモジュールソリューションのライナップ強化を図り、業績拡大に繋げてまいります。 

②②②②    コンポジットビジネスコンポジットビジネスコンポジットビジネスコンポジットビジネス事業事業事業事業    

 大手メーカーのプラズマテレビ基板アッセンブリー及び液晶テレビ基板のアッセンブリーは堅調に推移するもの

と見込んでおりますが、生産情報の精度向上や生産設備の有効活用を第一課題として取り組み、不採算事業のリス

トラを進めてまいります。また、カーオーディオ基板アッセンブリーにつきましては、採算性を鑑み海外メーカー

へ移管することで損益改善を図ってまいります。 
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③③③③    サポートサポートサポートサポート事業事業事業事業    

 「エレクトロニクス総合技術商社」の具現化に向け従来から手掛けておりますカーオーディオ用マイコンソフ

ト、ＡＳＩＣの開発、グループ会社が販売するデバイスの技術サポートの他、新規モジュールの設計・開発、自社

開発品まで視野に入れ、自社技術を核としたソリューションビジネスの展開を図ってまいります。 

 平成18年３月期の業績見通し 

２２２２．．．．財政財政財政財政状状状状態態態態    
((((1111））））当当当当期期期期のののの概概概概況況況況    

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は1,714百万円となり、前連結

会計年度の残高2,720百万円より1,006百万円減少いたしました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は4,355百万円（前連結会計年度2,482百万円の増加）となりました。これは主に債権

流動化や在庫削減など運転資金の改善によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は123百万円（前連結会計年度715百万円の増加）となりました。これは主に不動産の

売却によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果減少した資金は5,500百万円（前連結会計年度3,915百万円の減少）となりました。この減少は、主

に財務体質の強化を図るため、転換社債の償還を中心に有利子負債の削減を図ったためであります。 

((((2222））））次期次期次期次期のののの見通見通見通見通しししし    

 次期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、着実に利益を計上することや

運転資金管理を強化することで4,000百万円増加し、財務活動によるキャッシュ・フローは、引き続き有利子負債の

削減を進めることで、4,000百万円の減少になると予想しております。 

 なお、現金及び現金同等物は、当連結会計年度並みとなる見通しであります。 

当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

株主資本比率：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  連  結 単  独 

  百万円 前期増減率 ％ 百万円 前期増減率 ％

売 上 高 110,000 △8.7 90,000 △6.9

経 常 利 益 1,500 △17.2 1,400 △11.7

当期純利益 400 △65.0 450 28.0

  平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 

株主資本比率（％） 7.2 13.8 19.8 

時価ベースの株主資本比率
（％） 

12.8 39.5 29.2 

債務償還年数（年） 32.1 7.1 2.8 

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍） 

1.9 8.0 15.5 
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※ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象として 

  おります。 

※ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動による 

  キャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

((((3333））））事業等事業等事業等事業等ののののリスクリスクリスクリスク    

① エレクトロニクス・情報通信業界の需要動向についてのリスク 

 当社グループの主な販売先は、エレクトロニクス・情報通信業界における、国内の大手電気機器メーカーであり

ます。 

 このため、当社グループの業績にはこれらの業界の需要動向等に影響を受ける可能性があります。また、当社グ

ループの取扱商品にはライフサイクルが短いものもあり、売上高、利益とも市場による価格変動の影響を受ける可

能性があります。このため、当社グループでは、価格変動リスクを抑えるため、受発注管理の徹底により商品在庫

を適正水準に保つとともに、過剰・滞留在庫を抑えるべく努力しております。 

② 特定の仕入先への依存度が高いことについてのリスク 

 当社は、ソニー株式会社の特約店、株式会社ハイニックス・セミコンダクター・ジャパンの取扱店としての販売

活動を行い、連結子会社では、日本フィリップス株式会社の特約店として販売活動を展開しております。このた

め、上記各社の製品開発方針、販売方針等により仕入や販売に影響を受ける可能性があります。このため当社グル

ープでは、これらの主要仕入先との緊密な関係を構築する一方で、バランス経営を実現し、ビジネスチャンスを拡

大するため、韓国サムスンＳＤＩ社、米国ブロードコム社等仕入れ先を増やし、取扱商品の複数化を図ってまいり

ます。 

③ 特定の販売先への依存度が高いことについてのリスク 

 当社グループは、主に国内大手電気機器メーカーを中心に販売しておりますが、特に大分キヤノン株式会社及び

三洋電機株式会社に対する販売依存度が高くなっており、この２社への売上比率は54.7％弱となっております。こ

のため、これら重要顧客との取引増減が、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。当社グループで

は、上記２社以外の既存顧客、新規顧客への拡販に取り組むとともに、今後とも上記重要顧客との関係を強化する

ことにより売上拡大を図る方針です。 

④ 特定の販売商品の依存度が高いことについてのリスク 

 ソニーの半導体製品につきましては、ＣＣＤ（電荷結合素子）、ＬＣＤ（高温及び低温ポリシリコン液晶表示装

置）等の販売依存度が高く、また、韓国のハイニックス製品につきましては、ＤＲＡＭの販売依存度が高く、両社

の生産能力等の増減が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。ＣＣＤ、ＬＣＤはデジタルビデオカ

メラ、デジタルスチルカメラなどのキーデバイスとして今後も堅調な需要が続くものと見込んでおり、ＤＲＡＭに

つきましては、ＤＶＤレコーダー（デジタル多用途ディスク）等、デジタル家電への搭載率が増加しておりますの

で、堅調な需要が続くものと見込んでおります。当社グループでは、仕入先との関係を強化することにより安定的

な部品供給を実現し、売上拡大を図る方針であります。 
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４．連結財務諸表等 
(1）連結貸借対照表 

    前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 増減 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 

金額 
（千円） 

（資産の部）                

Ⅰ．流動資産                

１．現金及び預金     2,720,755     1,714,725   △1,006,029 

２．受取手形及び売掛金     20,101,070     16,264,996   △3,836,073 

３．たな卸資産     5,249,472     3,409,933   △1,839,539 

４．繰延税金資産     1,246,945     1,721,354   474,408 

５．その他     2,328,154     2,828,241   500,087 

６．貸倒引当金     △1,663,110     △980,014   683,096 

流動資産合計     29,983,288 73.0   24,959,237 71.7 △5,024,051 

Ⅱ．固定資産                

(1)有形固定資産                

１．建物及び構築物   2,237,655     2,002,988      

減価償却累計額   433,531 1,804,124   473,627 1,529,360   △274,763 

２．機械装置及び運搬具   2,165,100     1,961,769      

減価償却累計額   1,052,568 1,112,532   1,080,788 880,980   △231,551 

３．工具器具備品   567,036     605,754      

減価償却累計額   420,908 146,127   484,224 121,529   △24,597 

４．土地     2,995,066     2,415,563   △579,503 

有形固定資産合計     6,057,850 14.8   4,947,434 14.2 △1,110,416 

(2)無形固定資産                

１．連結調整勘定     227,415     194,927   △32,487 

２．その他     120,998     54,277   △66,720 

無形固定資産合計     348,413 0.8   249,205 0.7 △99,208 

(3)投資その他の資産                

１．投資有価証券 ※1   1,851,789     1,827,746   △24,043 

２．長期貸付金     228,339     215,030   △13,309 

３. 繰延税金資産     1,221,427     1,237,161   15,734 

４．その他     1,467,853     2,153,768   685,914 

５．貸倒引当金     △88,055     △781,718   △693,663 

投資その他の資産合計     4,681,355 11.4   4,651,988 13.4 △29,367 

固定資産合計     11,087,620 27.0   9,848,628 28.3 △1,238,991 

資産合計     41,070,908 100   34,807,865 100 △6,263,043 
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    前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 増減 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 

金額 
（千円） 

（負債の部）                

Ⅰ．流動負債                

１．支払手形及び買掛金     16,315,928     13,975,688   △2,340,239 

２．短期借入金     6,270,577     7,308,894   1,038,317 

３．一年内償還予定社債     700,000     750,000   50,000 

４．一年内償還予定転換社
債     4,773,000     －   △4,773,000 

５．一年内返済予定長期借
入金     1,652,566     496,532   △1,156,034 

６．未払法人税等     46,127     111,840   65,713 

７．賞与引当金     157,902     155,548   △2,353 

８．その他     448,930     721,513   272,583 

流動負債合計     30,365,032 73.9   23,520,018 67.6 △6,845,014 

Ⅱ．固定負債                

１．社債     2,500,000     2,225,000   △275,000 

２．長期借入金     1,718,334     1,321,802   △396,532 

３．退職給付引当金     36,447     43,651   7,203 

４．役員退職慰労引当金     138,449     176,055   37,606 

５．その他     432,666     360,185   △72,481 

固定負債合計     4,825,897 11.8   4,126,693 11.8 △699,203 

負債合計     35,190,930 85.7   27,646,712 79.4 △7,544,217 

                 

（少数株主持分）                

少数株主持分     209,866 0.5   264,176 0.8 54,309 

                 

（資本の部）                

Ⅰ．資本金  ※3   4,328,875 10.5   4,503,864 12.9 174,988 

Ⅱ．資本剰余金     1,524,409 3.7   1,699,398 4.9 174,988 

Ⅲ．利益剰余金     1,504 0.0   966,863 2.8 965,358 

Ⅳ．その他有価証券評価差額
金     △89,913 △0.2   △96,564 △0.3 △6,651 

Ⅴ．為替換算調整勘定     △62,165 △0.1   △143,507 △0.4 △81,342 

Ⅵ．自己株式  ※4   △32,600 △0.1   △33,077 △0.1 △477 

資本合計     5,670,111 13.8   6,896,976 19.8 1,226,865 

負債、少数株主持分及び
資本合計     41,070,908 100   34,807,865 100 △6,263,043 
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(2）連結損益計算書 

    
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

増減 

区分 注記
番号 金額（千円） 百分比

（％） 金額（千円） 百分比
（％） 

金額 
（千円） 

Ⅰ．売上高     130,285,465 100   120,494,072 100 △9,791,393 

Ⅱ．売上原価 ※1    123,652,332 94.9   114,060,888 94.7 △9,591,444 

 売上総利益     6,633,132 5.1   6,433,183 5.3 △199,949 

Ⅲ．販売費及び一般管理費                

１．給料及び賞与   1,293,746     1,279,563      

２．賞与引当金繰入額   95,936     106,406      

３．退職給付費用   53,256     70,065      

４．家賃地代   301,882     280,020      

５．支払リース料   125,084     122,840      

６．減価償却費   360,317     245,328      

７．その他   2,388,752 4,618,975 3.6 2,391,800 4,496,024 3.7 △122,951 

営業利益     2,014,157 1.5   1,937,159 1.6 △76,998 

Ⅳ．営業外収益                

１．受取利息   122,740     172,749      

２．受取配当金   9,406     11,570      

３．為替差益   7,500     60,916      

４．賃貸収入   －     70,250      

５．デリバティブ利益   142,458     －      

６．その他   109,849 391,955 0.4 58,042 373,529 0.3 △18,426 

Ⅴ．営業外費用                

１．支払利息   335,646     262,018      

２．社債発行費   32,125     25,726      

３．賃貸減価償却費   137,115     96,940      

４．債権売却損   －     58,727      

５．デリバティブ損失   －     46,984      

６．その他   83,375 588,262 0.5 8,022 498,419 0.4 △89,842 

経常利益     1,817,850 1.4   1,812,268 1.5 △5,582 

Ⅵ．特別利益                

１．固定資産売却益  ※2 5,498     2,784      

２．持分変動利益   197,058     －      

３．投資有価証券売却益   3,170     －      

４．ゴルフ会員権売却益   1,184     －      

５．前期損益修正益  ※3 6,818 213,730 0.1 － 2,784 0.0 △210,946 
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前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

増減 

区分 注記
番号 金額（千円） 百分比

（％） 金額（千円） 百分比
（％） 

金額 
（千円） 

Ⅶ．特別損失                

１．固定資産売却損  ※4 48     505,398       

２．事業撤退損  ※5 －     263,417       

３．固定資産除却損  ※6 33,546     92,548       

４．シンジケートローン
解約損   －     72,000       

５．貸倒引当金繰入額   37,687     40,441       

６．貸倒損失   395,847     －       

７．役員退職慰労金   194,242     －       

８．役員退職慰労引当金
繰入額   122,775     －       

９．固定資産評価損   77,223     －       

10. 商品廃棄処分損   52,769     －       

11．投資有価証券売却損   28,542     －       

12．会員権評価損   7,688     －       

13．投資有価証券評価損   3,569     －       

14．その他   － 953,940 0.7 18,091 991,897 0.8 37,956 

税金等調整前当期純
利益     1,077,640 0.8   823,154 0.7 △254,485 

法人税、住民税及び
事業税   62,669     105,753       

過年度法人税、住民
税及び事業税   －     7,815       

法人税等調整額（貸
方）   1,198,384 △1,135,714 △0.9 485,710 △372,141 △0.3 763,572 

少数株主利益（△）
又は少数株主損失     39,794 0.0   △53,517 △0.1 △93,312 

当期純利益     2,253,149 1.7   1,141,779 0.9 △1,111,370 
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(3）連結剰余金計算書 

    
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

増減 

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額 

（千円） 

（資本剰余金の部）            

Ⅰ．資本剰余金期首残高     4,137,417   1,524,409 △2,613,008 

Ⅱ．資本剰余金増加高            

１．転換社債の転換によ
る新株式の発行   3,499 3,499 174,988 174,988 171,489 

Ⅲ．資本剰余金減少高            

１．資本準備金取崩額   2,616,507 2,616,507 － － △2,616,507 

Ⅳ．資本剰余金期末残高     1,524,409   1,699,398 174,988 

             

（利益剰余金の部）            

Ⅰ．利益剰余金期首残高      △4,857,288   1,504 4,858,792 

Ⅱ．利益剰余金増加高            

１．当期純利益   2,253,149   1,141,779    

２．資本準備金取崩によ
る欠損填補額   2,616,507 4,869,657 － 1,141,779 △3,727,878 

Ⅲ．利益剰余金減少高            

１．配当金   －   176,420     

２．連結子会社増加に伴
う利益剰余金減少額   10,864 10,864 － 176,420 165,555 

Ⅳ．利益剰余金期末残高     1,504   966,863 965,358 
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書 

    
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシ
ュ・フロー      

税金等調整前当期純利益   1,077,640 823,154 

減価償却費   607,448 401,908 

連結調整勘定償却額   134,071 32,487 

貸倒引当金の増加（減
少）額   △5,788,650 43,565 

賞与引当金の増加（減
少）額   △35,025 △2,443 

受取利息及び受取配当金   △132,146 △184,319 

支払利息   335,646 262,018 

社債発行費   32,125 25,726 

為替差損益   △15,656 △4,662 

デリバティブ利益   △142,458 － 

デリバティブ損失   － 46,984 

会員権評価損   7,688 － 

投資有価証券評価損   3,569 － 

持分変動利益   △197,058 － 

固定資産売却損   － 505,398 

事業撤退損   － 263,417 

売上債権の増加（減少）
額   8,814,922 3,220,893 

たな卸資産の増加（減
少）額   198,657 1,762,836 

差入保証金の増加（減
少）額   21,427 △22,971 

仕入債務の増加（減少）
額   △2,529,422 △3,105,768 

預り保証金の増加(減
少）額   △771 － 

その他   392,026 425,332 

小計   2,784,034 4,493,560 

利息及び配当金の受取額   132,146 184,319 

利息の支払額   △311,982 △280,659 

法人税等の支払額   △121,847 △42,005 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー   2,482,350 4,355,214 
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前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシ
ュ・フロー      

定期預金の払戻による収
入   150,000 － 

有形固定資産の取得によ
る支出   △70,222 △107,200 

有形固定資産の売却によ
る収入   7,733 206,210 

無形固定資産の取得によ
る支出   △70,163 △15,247 

投資有価証券の取得によ
る支出   △6,375 △2,222 

投資有価証券の売却によ
る収入   30,927 － 

子会社株式の取得による
支出   △19,000 － 

子会社株式の売却による
収入   － 15,000 

短期貸付金の増加（減
少）額   633,349 12,264 

長期貸付による支出   △5,560 △16,750 

長期貸付金の回収による
収入   29,369 24,081 

その他   35,862 7,107 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー   715,921 123,242 

Ⅲ．財務活動によるキャッシ
ュ・フロー      

短期借入金の増加(減少)
額   △6,390,591 903,222 

長期借入れによる収入   1,250,000 100,000 

長期借入金の返済による
支出   △852,400 △1,652,566 

社債の発行による収入   1,967,875 474,273 

社債の償還による支出   △300,000 △725,000 

転換社債の償還による支
出   △176,000 △4,423,000 

自己株式の取得による支
出   △70 △477 

配当金の支払額   △2,001 △176,454 

少数株主への株式の発行
による収入   588,000 － 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー   △3,915,187 △5,500,002 
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前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る
換算差額   △37,683 15,515 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加
(減少)額   △754,599 △1,006,029 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首
残高   3,432,451 2,720,755 

Ⅶ．連結子会社増加に伴う現金
及び現金同等物の増加額   42,903 － 

Ⅷ．現金及び現金同等物の期末
残高 ※ 2,720,755 1,714,725 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

１．連結の範囲に関する
事項 

連結子会社の数 13社 
連結子会社は、VITEC ELECTRONICS 
（SINGAPORE）PTE LTD、VITEC ELECTRONICS
（H.K.）CO.,LIMITED、VITEC ELECTRONICS
（TAIWAN）CO.,LTD.、VITEC ELECTRONICS
（SHENZHEN）CO.,LIMITED、
VITEC ELECTRONICS TRADING(SHANGHAI)
CO.,LTD.、バイテックシステムエンジニアリ
ング株式会社、株式会社アルスネット、株式
会社ジーマック、GMAC(S)PTE LTD、
PT.GMAC BATAM、株式会社インフォニクス、
INFONICS(HONG KONG)LIMITED、INFONICS
(SINGAPORE)PTE LTDの13社であります。な
お、VITEC ELECTRONICS TRADING(SHANGHAI)
CO.,LTDにつきましては、重要性が増したた
め、当連結会計年度より連結の範囲に含めて
おります。また、GMAC(H.K)CO.,LIMITED、
GMAC MEXICO SA DE CV、INFONICS(TAIWAN)
CO.,LTD.及び株式会社シーアンドエヌについ
ては、連結財務諸表に重要な影響を与えてい
ないため、連結の範囲から除いております。 

連結子会社の数 13社 
連結子会社は、VITEC ELECTRONICS 
（SINGAPORE）PTE LTD、VITEC ELECTRONICS
（H.K.）CO.,LIMITED、VITEC ELECTRONICS
（TAIWAN）CO.,LTD.、VITEC ELECTRONICS
（SHENZHEN）CO.,LIMITED、
VITEC ELECTRONICS TRADING(SHANGHAI)
CO.,LTD.、バイテックシステムエンジニアリ
ング株式会社、株式会社アルスネット、株式
会社ジーマック、GMAC(S)PTE LTD、
PT.GMAC BATAM、株式会社インフォニクス、
INFONICS(HONG KONG)LIMITED、INFONICS
(SINGAPORE)PTE LTDの13社であります。また 
GMAC(H.K)CO.,LIMITED、
GMAC MEXICO SA DE CV及びU.S.INFONICS INC.
については、連結財務諸表に重要な影響を与
えていないため、連結の範囲から除いており
ます。 

２．持分法の適用に関す
る事項 

連結の範囲から除いた上記非連結子会社の
ほかには、非連結子会社及び関連会社はあ
りません。なお、上記非連結子会社はいず
れも重要性がないため、持分法の適用範囲
から除いております。 

同左 

３．連結子会社の事業年
度等に関する事項 

連結子会社のうちVITEC ELECTRONICS  
(SHENZHEN)CO., LIMITED及びVITEC ELECTRO
NICS TRADING(SHANGHAI)CO.,LTD.の決算日
は12月31日であり、連結決算日との差は３
ヶ月以内であるため、当該連結子会社の事
業年度に係る財務諸表を基礎として連結を
行っております。ただし、連結決算日との
間に生じた重要な取引については、連結上
必要な調整を行っております。 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

４．会計処理基準に関す
る事項 

    

(1）重要な資産の評価
基準及び評価方法 

有価証券 
その他有価証券 

有価証券 
その他有価証券 

    時価のあるもの 
主として、連結決算日の市場価格等に
基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算
出）  

  時価のあるもの 
同左 

  時価のないもの 
移動平均法による原価法 

時価のないもの 
同左 

  デリバティブ 
原則として時価法 

デリバティブ 
同左 

  たな卸資産 
商品 
 主として、移動平均法による低価法 

たな卸資産 
商品 

同左 
(2）重要な減価償却資
産の減価償却の方
法 

有形固定資産 
(1）国内の連結会社 
  定率法（平成10年４月１日以降に取得
した建物（附属設備を除く）については
定額法） 
主な耐用年数 
  建物及び構築物   ８年～50年 
  機械装置及び運搬具 ２年～15年 
  工具器具備品    ２年～20年 

有形固定資産 
(1）国内の連結会社 

同左 
  

  (2）在外連結子会社 
定額法 

(2) 在外連結子会社 
同左 

(3）繰延資産の処理方
法 

社債発行費 支出時に全額費用処理してお
      ります。 

社債発行費        同左 

(4）重要な引当金の計
上方法 

貸倒引当金 
債権の貸倒による損失に備えるため、一
般債権につきましては貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権につきま
しては個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 
        同左 

  賞与引当金 
国内の連結会社は、従業員への賞与支払
いに備えるため、将来の支給見込額のう
ち当連結会計年度の負担額を計上してお
ります。 
なお、当社は、当連結会計年度に人事制
度を見直し、職務の成果を的確に処遇に
反映させるため、管理職を対象に年俸制
を導入することといたしました。この結
果、賞与引当金の計上額が変更前に比
べ 41,070千円減少し、営業利益及び経常
利益並びに税金等調整前当期純利益が同
額増加しております。 

賞与引当金 
国内の連結会社は、従業員への賞与支払い
に備えるため、将来の支給見込額のうち当
連結会計年度の負担額を計上しておりま
す。 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

(4）重要な引当金の計
上方法 

退職給付引当金 
国内の連結会社は、従業員の退職給付に備
えるため、連結会計年度末における退職給
付債務見込額及び年金資産に基づき計上し
ております。 

退職給付引当金 
同左 

   役員退職慰労引当金 
当社は、役員退職慰労金の支払いに備える
ため、内規に基づく当期末要支給額を計上
しております。 
（会計方針の変更） 
役員退職慰労金は従来、支出時の費用とし
ておりましたが、当連結会計年度より内規
に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当
金として計上する方法に変更いたしまし
た。 
この変更は、役員の在任期間の長期化に伴
い、役員退職慰労金の金額的重要性が増し
てきていること、また役員退職慰労引当金
の計上が会計慣行として定着しつつあるこ
とを鑑み、役員退職慰労金に係る規程を整
備したことを機に、役員の在任期間に対応
した費用配分を行うことで、期間損益の適
正化と財務内容の健全化を図るためのもの
であります。 
この変更に伴い、当連結会計年度発生額 
15,674千円は「販売費及び一般管理費」に
計上し、過年度相当額122,775千円は「特
別損失」に計上しております。 
この結果、従来の方法によった場合と比
べ、営業利益及び経常利益は15,674千円、
税金等調整前当期純利益は138,449千円、
それぞれ減少しております。 

 役員退職慰労引当金 
当社は、役員退職慰労金の支払いに備える
ため、内規に基づく当期末要支給額を計上
しております。 

(5）重要な外貨建の資
産又は負債の本邦
通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、振当処理を採用して
いるものを除き、連結決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。なお、在外子会社等の資
産及び負債並びに収益及び費用は、連結決算
日の直物為替相場により円貨に換算し、換算
差額は少数株主持分及び資本の部における為
替換算調整勘定に含めて計上しております。 

同左 

(6）重要なリース取引
の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

(7）重要なヘッジ会計
の方法 

①ヘッジ会計の方法 
 為替予約取引のうち、振当処理の要件を
充たすものについて、振当処理を採用して
おります。また、金利スワップ取引のうち
特例処理の要件を充たすものについて、特
例処理を採用しております。 

①ヘッジ会計の方法 
同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
(a)為替予約取引 
 ヘッジ手段・・・為替予約取引 
 ヘッジ対象・・・為替変動リスク 
(b)金利スワップ取引 
 ヘッジ手段・・・金利スワップ取引 
 ヘッジ対象・・・金利変動リスク 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
同左 

  ③ヘッジ方針 
(a)為替予約取引 
 将来予想される外貨建債権債務の回収及
び支払に係わる為替変動リスクを回避する
目的で、為替予約取引を行っております。 

③ヘッジ方針 
         同左 

  (b)金利スワップ取引 
 借入金の金利変動リスクを回避する目的
で、金利スワップ取引を行っております。 

  

  ④ヘッジ有効性の評価方法 
(a)為替予約取引 
 ヘッジ手段とヘッジ対象が同一通貨であ
ることから、為替相場の変動によるキャッ
シュ・フローの変動を完全に相殺するもの
と想定されるため、有効性の評価は省略し
ております。 

④ヘッジ有効性の評価方法 
同左 

  (b)金利スワップ取引 
 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な
条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその
後も継続してキャッシュ・フローの変動を
完全に相殺するものと想定されるため、有
効性の評価は省略しております。 

 

(8）その他連結財務諸
表作成のための重
要な事項 

消費税等の会計処理 
 国内の連結会社は税抜方式によっており
ます。 

消費税等の会計処理 
同左 

５．連結子会社の資産及
び負債の評価に関す
る事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につきま
しては全面時価評価法を採用しておりま
す。 

同左 

６．連結調整勘定の償却
に関する事項 

連結調整勘定の償却につきましては、10年
の均等償却を行っております。 

同左 

７．利益処分項目等の取
扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分
について連結会計年度中に確定した利益処
分に基づいて作成しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フ
ロー計算書における
資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資
金（現金及び現金同等物）は、手許現金、
随時引き出し可能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動について僅少
なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来する短期投資からなっ
ております。 

同左 
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表示方法の変更 

  

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── （連結損益計算書） 
１．営業外収益の「賃貸収入」は前連結会計年度まで 
 営業外収益「その他」に含めて表示しておりましたが 
 当連結会計年度において、営業外収益総額の100分の10 
 を超えたため区分掲記しました。 
 なお、前連結会計年度の「賃貸収入」は45,888千円で 
  あります。 
２．営業外費用の「債権売却損」は前連結会計年度まで 
 営業外費用「その他」に含めて表示しておりましたが 
 当連結会計年度において、営業外費用総額の100分の10 
 を超えたため区分掲記しました。 
 なお、前連結会計年度の「債権売却損」は37,952千円 
 であります。 
 
（連結キャッシュ・フロー計算書） 
 営業活動によるキャッシュ・フローの「固定資産売却 
 損」は前連結会計年度まで「その他」に含めて表示して 
 おりましたが、当連結会計年度において金額的重要性が 
 増したため区分掲記しました。なお、前連結会計年度の 
「固定資産売却損」は48千円であります。 
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注記事項 
（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．非連結子会社に対するものは次のとおりでありま
す。 

※１．非連結子会社に対するものは次のとおりでありま
す。 

投資有価証券（株式） 362,446千円 投資有価証券（株式） 347,446千円 
 ２．受取手形裏書譲渡高 13,937,885千円  ２．受取手形裏書譲渡高 7,823,872千円 
※３．当社の発行済株式総数は、普通株式11,795,927株 
   であります。 

※３．当社の発行済株式総数は、普通株式12,076,358株 
   であります。 

※４．連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式 
   34,567株であります。 

※４．連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式 
   34,922株であります。 

５．シンジケーションコミット型タームローン契約 
当社においては、転換社債償還及び買入償還の資 
金として金融機関７社とシンジケーションコミッ 
ト型タームローン契約を締結しております。 
この契約におけるコミット期間は平成17年３月31 
日までの１年間であり、当連結会計年度末における
借入金未実行残高等は、次のとおりであります。 
借入コミットメントの総額 4,500,000千円 
借入実行残高 －千円 

借入未実行残高 4,500,000千円 

５．        ――――― 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

※１. 低価法によるたな卸資産の評価減の金額 
234,760千円が売上原価に算入されております。 

※２．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであり  
ます。 
 機械装置及び運搬具   5,396千円 
 工具器具備品       102千円      

※３．前期損益修正益の内訳は、主に過年度減価償却の
修正等によるものであります。 

 ※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 
     工具器具備品         48千円 
 
 
 
 ※５．       ――――― 
 
※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであり   

ます。 
    建物及び構築物     2,341千円 
    機械装置及び運搬具    211千円 
    工具器具備品      1,872千円 
    ソフトウエア      29,121千円 

※１. 低価法によるたな卸資産の評価減の金額 
 174,406千円が売上原価に算入されております。 

※２．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであり  
ます。 
 機械装置及び運搬具   2,758千円 
 工具器具備品        26千円 

※３．        ――――― 
 

 ※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 
     建物及び構築物     32,378千円 
     機械装置及び運搬具   30,639千円 
     工具器具備品        76千円 
     土   地       442,303千円 
※５．事業撤退損は連結子会社であるPT.GMAC BATAMの工

場閉鎖等に伴う損失であります。 
※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであり   

ます。 
    建物及び構築物       1,115千円 
    機械装置及び運搬具    69,363千円 
    工具器具備品        319千円 
    ソフトウエア      21,749千円 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

 ※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係 

 ※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,720,755千円 

現金及び現金同等物 2,720,755 
現金及び預金勘定 1,714,725千円 

現金及び現金同等物 1,714,725 
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① リース取引 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額 

の以外のファイナンス・ 
リース取引 

  
取得価額
相当額
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額
（千円） 

工具器具備品 177,508 92,277 85,230 

機械装置及び
運搬具 

23,495 11,902 11,593 

その他 44,076 25,842 18,233 

合計 245,079 130,022 115,057 

  
取得価額
相当額
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額
（千円） 

工具器具備品 164,551 104,997 59,554 

機械装置及び
運搬具 

29,262 7,898 21,363 

その他 45,876 24,402 21,473 

合計 239,689 137,297 102,391 

   （注） 取得価額相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の
期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算
定しております。 

同左 

  ２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  １年内 46,244千円 

１年超 68,813千円 

合計 115,057千円 

１年内 47,630千円 
１年超 54,761千円 

合計 102,391千円 
   （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高
が、有形固定資産の期末残高等
に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しており
ます。 

同左 

  ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  支払リース料 50,722千円 

減価償却費相当額 50,722千円 
支払リース料 45,067千円 
減価償却費相当額 45,067千円 

  ４．減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数として、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。 

４．減価償却費相当額の算定方法 
同左 
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② 有価証券 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

(注)１．前連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行っているものはありませ 

  ん。 

 ２．当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行っているものはありませ

ん。 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  種類 

前連結会計年度（平成16年３月31日） 当連結会計年度（平成17年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1)株式 272,198 375,141 102,942 138,684 265,477 126,793 

(2)債券            

国債・地方

債等 
－ － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

(3)その他 － － － － － － 

小計 272,198 375,141 102,942 138,684 265,477 126,793 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1)株式 812,600 558,051 △254,548 948,337 658,812 △289,525 

(2)債券            

国債・地方

債等 
－ － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

(3)その他 － － － － － － 

小計 812,600 558,051 △254,548 948,337 658,812 △289,525 

合計 1,084,799 933,193 △151,606 1,087,022 924,289 △162,732 

前連結会計年度 
（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

売却額（千円） 売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 売却額（千円） 売却益の合計額 

（千円） 
売却損の合計額 
（千円） 

30,927 3,170 28,542 － － － 
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３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

(注)１．前連結会計年度において、非上場株式3,569千円について減損処理を行っております。 

  ２．当連結会計年度において、非上場株式140千円について減損処理を行っております。 

③ デリバティブ取引 
１．取引の状況に関する事項 

種類 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券    

非上場株式 
（店頭売買株式を除く） 

556,150 556,010 

その他 － － 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

(1)取引の内容 
 利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引、
金利スワップ取引であります。 

(1)取引の内容 
同左 

(2)取引に対する取組方針 
 デリバティブ取引は、将来の為替・金利変動による
リスク回避及び財務収支の改善を目的としており、投
機的な取引は行わない方針であります。 

(2)取引に対する取組方針 
           同左 

(3)取引の利用目的 
 デリバティブ取引は、通貨関連では、外貨建金銭債
権債務の為替変動リスクを回避する目的で、また金利
関連では、借入金等の金利変動リスクを回避するとと
もに、財務収支を改善する目的で行なっております。 

(3)取引の利用目的 
           同左 

(4)取引に係るリスクの内容 
 利用しているデリバティブは、当該デリバティブ終
了時には為替相場及び市場金利の変動によるリスクを
ほとんど有していないと認識しております。  

(4)取引に係るリスクの内容 
           同左 

(5)取引に係るリスク管理体制 
 デリバティブ取引の執行・管理につきましては、取
引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、
資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っておりま
す。 

(5)取引に係るリスク管理体制 
同左 

(6)取引の時価等に関する事項についての補足説明 
 外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されてい
ることにより、決済時における円貨額が確定している
外貨建金銭債権債務等で、連結貸借対照表において当
該円貨額で表示されているもの及び金利スワップの特
例処理の要件を充たすものについては、開示の対象か
ら除いております。 

(6)取引の時価等に関する事項についての補足説明 
同左 
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２ 取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

(注)１．時価の算定方法 
    期末の時価は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 
  ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

金利関連 

(注)１．時価の算定方法 
    期末の時価は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 
  ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

区分 種類 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

契約額等(千円） 契約額等のうち１年超（千円） 時価(千円) 評価損益(千円) 

市場
取引
以外 

為替予約取引        

売建        

米ドル 83,938 － 84,529 590 

合計 83,938 － 84,529 590 

区分 種類 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

契約額等(千円） 契約額等のうち１年超（千円） 時価(千円) 評価損益(千円) 

市場
取引
以外 

金利スワップ        

受取変動(円)・支払固定(円) 5,000,000 5,000,000 △82,857 △82,857 

受取固定(円)・支払変動(円) 3,000,000 3,000,000 13,125 13,125 

金利キャップ 
買建 

1,000,000 1,000,000 12,010 12,010 

合計 9,000,000 9,000,000 △57,721 △57,721 
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通貨関連 

(注)１．時価の算定方法 
    期末の時価は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 
  ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

金利関連 

(注)１．時価の算定方法 
    期末の時価は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 
  ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

区分 種類 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

契約額等(千円） 契約額等のうち１年超（千円） 時価(千円) 評価損益(千円) 

市場
取引
以外 

為替予約取引        

売建        

米ドル 82,777 － 80,179 △2,598 

合計 82,777 － 80,179 △2,598 

区分 種類 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

契約額等(千円） 契約額等のうち１年超（千円） 時価(千円) 評価損益(千円) 

市場
取引
以外 

金利スワップ        

受取変動(円)・支払固定(円) 5,000,000 5,000,000 △60,956 △60,956 

受取固定(円)・支払変動(円) 2,000,000 2,000,000 △45,846 △45,846 

金利キャップ 
買建 

1,000,000 1,000,000 2,687 2,687 

合計 8,000,000 8,000,000 △104,115 △104,115 
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④ 退職給付 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

１．採用している退職給付制度 
当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度
を採用しております。また、国内連結子会社の一部は
適格退職年金制度の他、退職一時金制度、複数事業主
制度による企業年金制度（厚生年金基金）及び中小企
業退職金共済制度（確定拠出型）を採用しておりま
す。 

１．採用している退職給付制度 
同左 

２．退職給付債務に関する事項 
退職給付債務の算定は簡便法によっており、退職給付
引当金36,447千円及び前払年金費用1,126千円の純額 
35,321千円は、退職給付債務305,112千円から年金資
産 269,790千円を控除して算定しております。 

２．退職給付債務に関する事項 
退職給付債務の算定は簡便法によっており、退職給付
引当金43,651千円及び前払年金費用1,331千円の純額  
42,320千円は、退職給付債務331,192千円から年金資産 
288,872千円を控除して算定しております。 

３．退職給付費用に関する事項 
勤務費用42,841千円 
なお、この他に確定拠出型退職金制度に基づく拠出額
が10,415千円あります。  

３．退職給付費用に関する事項 
勤務費用59,435千円 
なお、この他に確定拠出型退職金制度に基づく拠出額が
10,630千円あります。  
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⑤ 税効果会計 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

１．繰延税金資産の発生の主な原因の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因の内訳 
繰延税金資産 流動   固定 

貸倒引当金損金算入
限度超過額 

570,848千円
 

34,735千円

賞与引当金否認 61,605    － 

投資損失引当金否認 991,633    311,693 
商品評価損否認 129,609    － 

退職給付引当金否認 －    17,337 
役員退職慰労引当金
否認 

－ 
 

56,064 

会員権評価損否認 －    34,847 

その他有価証券評価
差額金 

－ 
 

59,721 

営業権償却超過額 －    231,396 

繰越欠損金 18,625   1,227,018 

その他 34,079    7,867 

繰延税金資産小計 1,806,402   1,980,680 

評価性引当額 △559,456   △759,253 

繰延税金資産合計 1,246,945   1,221,427 

繰延税金資産 流動   固定 

貸倒引当金損金算入
限度超過額 

214,797千円
 
316,117千円

賞与引当金否認 60,402    － 

商品評価損否認 159,188    － 

退職給付引当金否認 －    16,813 
役員退職慰労引当金
否認 

－ 
 

71,292 

会員権評価損否認 －    42,973 

その他有価証券評価
差額金 

－ 
 

64,390 

営業権償却超過額 －    115,698 

繰越欠損金 1,484,712   1,126,889 

その他 17,294    61,853 

繰延税金資産小計 1,936,396   1,816,028 

評価性引当額 △215,042   △578,866 

繰延税金資産合計 1,721,354   1,237,161 

２．法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との
差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との
差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 42.1% 
（調整）    

交際費等永久損金不算入 △3.5 

住民税均等割等 △2.4 

税効果を計上していない子会社
欠損金 

△14.1 

子会社に係る税率調整 3.5 

評価性引当額 82.7 

その他 △2.9 

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

105.4 

法定実効税率 40.5% 
（調整）    

交際費等永久損金不算入 4.3 

住民税均等割等 1.9 

税効果を計上していない子会社
欠損金 

0.6 

子会社に係る税率調整 △3.1 

評価性引当額 △84.5 

その他 △4.9 

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

△45.2 
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⑥ セグメント情報 
【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成15年４月１日至平成16年３月31日） 
当連結グループは、電子部品の販売を主事業としている専門商社であり、主要な一セグメントの売上高、営

業利益及び資産の金額とも全セグメントの90％超となっております。 

このため事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成16年４月１日至平成17年３月31日） 
当連結グループは、電子部品の販売を主事業としている専門商社であり、主要な一セグメントの売上高、営

業利益及び資産の金額とも全セグメントの90％超となっております。 

このため事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度の所在地別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア……東アジア及び東南アジア諸国 

当連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア……東アジア及び東南アジア諸国 

  日本（千円） アジア 
（千円） 計（千円） 消去又は全社 

（千円） 連結（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益          

売上高          

(1)外部顧客に対する売上高 110,334,247 19,951,218 130,285,465 － 130,285,465 

(2)セグメント間の内部売上高 3,557,666 1,902,646 5,460,312 (5,460,312) － 

計 113,891,914 21,853,864 135,745,778 (5,460,312) 130,285,465 

営業費用 112,135,509 21,598,360 133,733,869 (5,462,560) 128,271,308 

営業利益 1,756,404 255,504 2,011,909 2,247 2,014,157 

Ⅱ 資産 39,758,640 7,182,364 46,941,004 (5,870,096) 41,070,908 

  日本（千円） アジア 
（千円） 計（千円） 消去又は全社 

（千円） 連結（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益          

売上高          

(1)外部顧客に対する売上高 99,043,136 21,450,936 120,494,072 － 120,494,072 

(2)セグメント間の内部売上高 3,893,765 2,173,653 6,067,419 (6,067,419) － 

計 102,936,902 23,624,589 126,561,491 (6,067,419) 120,494,072 

営業費用 101,111,630 23,516,518 124,628,149 (6,071,235) 118,556,913 

営業利益 1,825,271 108,071 1,933,342 3,816 1,937,159 

Ⅱ 資産 34,031,389 6,060,008 40,091,397 (5,283,532) 34,807,865 
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【海外売上高】 

 最近２連結会計年度の海外売上高及び連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成15年4月1日 至平成16年3月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア……東アジア及び東南アジア諸国 

その他……米国他 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

当連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア……東アジア及び東南アジア諸国 

その他……米国他 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  アジア（千円） その他（千円） 計（千円） 

Ⅰ海外売上高 20,634,844 670,613 21,305,457 

Ⅱ連結売上高 － － 130,285,465 

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合
(%) 

15.9 0.5 16.4 

  アジア（千円） その他（千円） 計（千円） 

Ⅰ海外売上高 21,476,156 526,881 22,003,038 

Ⅱ連結売上高 － － 120,494,072 

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合
(%) 

17.8 0.5 18.3 
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⑦ 関連当事者との取引 
前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 
(1）親会社及び法人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注)１．上記の金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
２．電子部品の購入及び販売につきましては、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。 

(2）役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）上記の貸付金に係る金利につきましては、市場金利を参考に決定しております。 

(3）子会社等 
 該当事項はありません。 

(4）兄弟会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注)１．上記の金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
２．電子部品の販売につきましては、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。 

  ３．前期記載しておりましたソニートレーディングインターナショナル株式会社は、平成15年４月１日付でソニーロ
ジスティックス株式会社と統合し、社名をソニーサプライチェーンソリューション株式会社に変更しておりま
す。 

属性 会社等の
名称 住所 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 取引金額 （千円） 科目 期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

主要株主 

（会社等） 

ソニー株

式会社 

東京都

品川区 
480,266 

映像機器、

音響機器の

製造販売 

所有 

直接 0.0 

被所有 

直接 11.3 

間接 － 

兼任 

１名 

ソニー

製電子

部品販

売特約

店契約

の締結 

電子部品の

購入 

(注)２ 

電子部品の

販売 

84,456,765 

  

  

47,583 

買掛金 

支払手形 

売掛金 

受取手形 

8,960,730 

952,322 

4,634 

－ 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 取引金額 （千円） 科目 期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

役 員 

石戸基康 ― ― 当社取締役 
(被所有) 

0.1 
－ － 

金銭の貸付 

  

受取利息 

― 

  

99 

長期貸付

金の期末

残高 

  

7,062 

  

飯田明彦 ― ― 当社取締役 
(被所有) 

0.1 
－ － 

金銭の貸付 

  

受取利息 

― 

  

161 

長期貸付

金の期末

残高 

  

11,655 

  

属性 会社等の
名称 住所 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 取引金額 （千円） 科目 期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

主要株主(会社

等)が議決権の

過半数を保有し

ている会社等 

（当該会社等の

子会社を含む） 

ソニーサ

プライチ

ェーンソ

リューシ

ョン株式

会社 

東京都港

区 
1,550 

物流及び

輸出入業

務 

なし － 
商品の

販売 

電子部品の

販売 

(注)２ 

517,405 
売掛金 

受取手形 

107,976 

－ 

ソニーイ

ーエムシ

ーエス株

式会社 

東京都品

川区 
6,741 

情報機器

の製造 
なし － 

商品の

販売 

電子部品の

販売 

(注)２ 

3,654,842 
売掛金 

受取手形 

268,706 

－ 
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当連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 
(1）親会社及び法人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注)１．上記の金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
２．電子部品の購入及び販売につきましては、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。 

(2）役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）上記の貸付金に係る金利につきましては、市場金利を参考に決定しております。 

(3）子会社等 
      該当事項はありません 
   (4)兄弟会社等 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 
 (注)１．上記の金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
     ２．電子部品の販売及び購入につきましては、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております 

属性 会社等の
名称 住所 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 取引金額 （千円） 科目 期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

主要株主 

（会社等） 

ソニー株

式会社 

東京都

品川区 
621,709 

映像機器、

音響機器の

製造販売 

所有 

直接 0.0 

被所有 

直接 11.0 

間接 － 

兼任 

１名 

ソニー

製電子

部品販

売特約

店契約

の締結 

電子部品の

購入 

(注)２ 

電子部品の

販売 

73,708,087 

  

23,761 

  

買掛金 

支払手形 

売掛金 

受取手形 

8,883,325 

－ 

723 

－ 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 取引金額 （千円） 科目 期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

役 員 

石戸基康 ― ― 当社取締役 
(被所有) 

0.1 
－ － 

金銭の貸付 

  

受取利息 

― 

  

103 

長期貸付

金の期末

残高 

  

6,048 

  

飯田明彦 ― ― 当社取締役 
(被所有) 

0.1 
－ － 

金銭の貸付 

  

受取利息 

― 

  

172 

長期貸付

金の期末

残高 

  

10,155 

  

属性 会社等の
名称 住所 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 取引金額 （千円） 科目 期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

主要株主（会社
等）が議決権の
過半数を保有し
ている会社等
（当該会社等の
子会社を含む） 

ソニーイ

ーエムシ

ーエス株

式会社 

東京都品

川区 
6,741 

情報機器

の製造 
なし － 

商品の

販売 

電子部品の

販売 

(注)２ 

 電子部品の 
 購入 

4,689,307 

 

  
3,541 

売掛金 

受取手形 

 

 買掛金 

225,514 

975,485 

 

   1,937 
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（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 
前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

  該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  該当事項はありません。 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 482円10銭    572円77銭 
１株当たり当期純利益 191円40銭 95円09銭 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 144円43銭    74円70銭 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

１株当たり当期純利益    

当期純利益（千円）  2,253,149  1,141,779 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円）  2,253,149  1,141,779 

期中平均株式数（株） 11,771,358 12,007,906 
     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

当期純利益調整額（千円）    6,426    2,632 

（うち支払利息(税額相当額控除後)）    （6,426）     （2,632） 

普通株式増加数（株）  3,873,089        3,311,605      

（うち転換社債）  （3,873,089）  （3,305,042） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要 

新株引受権２種類。 新株引受権１種類。 
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５．生産、受注及び販売の状況 
(1）生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

当連結会計年度の受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）仕入実績 

当連結会計年度の仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

（注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  （単位：千円） 

事業部門の名称 
当連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

前年同期比 

    ％ 

コンポジットビジネス事業 1,411,119 46.7 

  （単位：千円） 

事業部門の名称 受注高 前年同期比 受注残高 前年同期比 

    ％   ％ 

コンポジットビジネス事業 2,029,422 59.9 68,141 7.3 

  （単位：千円） 

事業部門の名称 
当連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

前年同期比 

    ％ 

エレクトロニクスデバイス事業 100,981,518 93.3 

コンポジットビジネス事業 10,398,572 74.5 

サポート事業 1,262,847 89.9 

合計 112,642,938 91.2 

  （単位：千円）

事業部門の名称 
当連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

前年同期比 

エレクトロニクスデバイス事業 
107,273,074 

％ 
93.6 

コンポジットビジネス事業 12,409,039 84.8 

サポート事業 811,957 79.3 

合計 120,494,072 92.5 
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